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（趣旨） 

第１条 この要綱は、災害に強い安全なまちづくりを推進するため、木造住宅の耐震改修

工事等に要する経費に対し、予算の範囲内で補助することに関し、寒川町補助金の交付

等に関する規則（昭和５０年寒川町規則第７号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 耐震改修工事 寒川町木造住宅耐震診断事業補助金交付要綱（平成１８年１０月

１日施行。以下「耐震診断要綱」という。）又は寒川町緊急輸送道路沿道建築物耐震

診断事業補助金交付要綱（平成２８年４月１日施行。以下「沿道建築物耐震診断要

綱」という。）に規定する耐震診断の結果、上部構造の総合評点が１．０未満の木造

住宅（以下「要改修住宅」という。）について、当該評点を１．０以上とするための

改修工事をいう。 

(2) 耐震シェルター設置 地震発生時に、居住している住宅の倒壊から自らの生命を



守るための居室内部に組み立てる耐震シェルター、耐震ベッド等の東京都の「安価で

信頼できる木造住宅の「耐震改修工法・装置」の事例紹介」の装置部門で選定された

もの（以下「耐震シェルター等」という。）の購入及び設置をいう。 

(3) 耐震診断技術者 建築士法（昭和２５年法第２０２号）第２３条第１項の規定に

より登録されている建築士事務所に所属する同法第２条第１項に規定する建築士であ

って、一般財団法人日本建築防災協会が実施する木造耐震診断資格者講習の修了者若

しくはこれと同等の技術を持つと町長が認めた者又は沿道建築物耐震診断要綱第２条

第１号に規定する耐震診断資格者をいう。 

(4) 耐震改修計画書 要改修住宅について、耐震改修工事の実施により、上部構造の

総合評点が１．０以上になることを表す書面（耐震改修工事図面及び耐震改修工事費

見積書を含む。）で、原則として耐震診断要綱又は沿道建築物耐震診断要綱に基づい

て耐震診断を行った耐震診断技術者が作成するものをいう。 

(5) 耐震改修工事図面 耐震改修計画書に基づき、耐震診断技術者が作成する耐震改

修工事を実施するために必要な図面をいう。 

（補助の対象） 

第３条 補助の対象は、要改修住宅であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 町内に所在する木造住宅を所有している者又は当該者の２親等以内の親族が耐震

改修工事又は耐震シェルター設置（以下、これらを「耐震改修工事等」という。）を

行うもの 

(2) 交付申請年度の３月２０日までに耐震改修工事等が完了することが見込まれるも

の 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助の対象としな

い。 

(1) 町税を滞納している者が行う場合 

(2) この要綱により既に補助金の交付を受けている場合 

(3) 前号に掲げるもののほか、町長が補助の対象とすることを特に不適当と認めた場

合 

（補助金の交付額等） 

第４条 耐震改修工事等に必要とする経費に対する助成額は、次に掲げる額のいずれかと

する。 



(1) 耐震改修工事、耐震改修計画書作成及び現場立会いに要する経費の２分の１に相

当する額又は５０万円のうちいずれか少ない方の額から租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第４１条の１９の２に規定する所得税額の特別控除の額を差し引いた

額 

(2) 耐震シェルター設置に必要とする経費の２分の１に相当する額又は２５万円のう

ちいずれか少ない方の額 

２ 補助金の交付に当たっては、あらかじめ前項第２号の額を差し引いて、同項第１号の

額を交付するものとする。 

３ 前項の規定により算出した補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てるものとする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、耐震改修工事等を行う前に、寒川町木造住

宅耐震改修工事事業等補助金交付申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添付し、

町長に提出しなければならない。 

(1) 住民票の写し 

(2) 建築確認通知書の写し又は照合済書 

(3) 建物の登記事項証明書又は固定資産税家屋評価証明書 

(4) 耐震診断の結果報告書の写し 

(5) 町税納付状況調査同意書（第２号様式） 

(6) 所有者の同意書（親族が申請する場合） 

(7) 親族関係を示す書類（親族が申請する場合） 

(8) その他町長が必要とする書類 

（交付決定） 

第６条 町長は、補助金の交付を決定したときは、規則第６条の規定に基づきその決定及

び条件等を寒川町木造住宅耐震改修工事事業等補助金交付決定通知書（第３号様式）に

より、当該申請者に通知するものとする。 

（耐震改修等計画報告書の提出） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者は、交付決定の通知を受けた日から６０日以内に寒

川町木造住宅耐震改修等計画報告書（第４号様式）に、次に掲げる書類（耐震シェルタ

ー設置の場合にあっては、第２号、第３号及び第６号に掲げる書類）を添付し、町長に



提出しなければならない。 

(1) 耐震改修計画書（第５号様式） 

(2) 耐震改修工事図面又は耐震シェルター等を設置する箇所が分かる図面 

(3) 耐震改修工事費見積書又は耐震シェルター等購入および設置費の見積書 

(4) 改修計画に基づく改修後を想定した耐震診断の結果報告書 

(5) 現況の写真 

(6) その他町長が必要と認める書類 

（申請の変更又は取下げ） 

第８条 補助金の交付決定を受けた者は、申請内容に変更が生じた場合、耐震改修工事費

が確定し補助申請額に変更が生じた場合又は申請を取下げする場合には、寒川町木造住

宅耐震改修工事事業等補助金交付（変更・取下げ）申請書（第６号様式）を町長に提出

しなければならない。 

（交付決定変更通知等） 

第９条 町長は、前条の申請により交付決定の変更又は取消しを行った場合には、寒川町

木造住宅耐震改修工事事業等補助金交付決定（変更・取消し）通知書（第７号様式）に

より補助金の交付決定を受けた者に通知するものとする。 

（報告及び指示） 

第１０条 補助金の交付決定を受けた者は、当該申請に係る工事が予定の期間に完了する

見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、

速やかに町長に報告し、町長の指示を受けなければならない。 

（交付請求） 

第１１条 第６条の規定により補助金の交付決定の通知を受けた者は、耐震改修計画書に

基づき、速やかに耐震診断技術者による現場立ち合いのもとに耐震改修工事等を完了し、

寒川町木造住宅耐震改修工事事業等補助金交付請求書（第８号様式）に次に掲げる書類

（耐震シェルター設置の場合にあっては、第４号、第５号及び第６号に掲げる書類）を

添付し、交付申請年度の３月２０日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

８号）に規定する休日に当たるときは、その翌日）までに町長に提出しなければならな

い。 

(1) 耐震改修工事事業精算書（第９号様式） 

(2) 寒川町木造住宅耐震改修工事完了実績報告書（第１０号様式） 



(3) 現場立会い報告書（第１１号様式） 

(4) 耐震改修工事事業内訳書 

(5) 耐震改修工事の領収書の写し 

(6) その他町長が必要と認める書類 

（補助金の交付） 

第１２条 町長は、前条の規定による交付請求書を受理したときは、速やかにその内容を

審査し、適当と認めた場合は補助金を交付するものとする。 

（交付決定取消し通知） 

第１３条 町長は、規則第１０条の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、寒

川町木造住宅耐震改修工事事業等補助金交付決定取消し通知書（第１２号様式）により、

当該補助金を受けた者に対し通知するものとする。 

（証明書の発行） 

第１４条 町長は、この要綱に基づき町の補助金を受けて耐震改修工事を行った者に対し

て、当該工事内容を審査した上で、次に掲げる証明書を発行するものとする。 

(1) 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１９の２第２項の規定に

基づく住宅耐震改修証明書 

(2) 地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号）附則第７条第６項の規定に基

づく証明書 

（手数料の免除） 

第１５条 前条の証明に係る手数料は、寒川町手数料条例（平成１２年寒川町条例第６

号）第６条第４号の規定を適用するものとする。 

（補則） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

（平成２２年度における補助金の額の特例） 

２ 平成２３年１月１１日から平成２３年３月２０日までの間に第６条の規定により交付

決定をする補助金の額については、第４条の規定にかかわらず、同条の規定により定め

られる額（以下この項、次項及び第４項において「補助基本額」という。）に、次の各



号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額を加えて得た額とする。 

(1) 補助基本額が３０万円以上 ３０万円 

(2) 補助基本額が３０万円未満 補助基本額と同額 

（平成２５年度における補助金の額の特例） 

３ 平成２５年４月１日から平成２６年３月２０日までの間に第６条の規定により交付決

定をする補助金の額については、第４条の規定にかかわらず、補助基本額に、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額を加えて得た額とする。 

(1) 補助基本額が３０万円以上 ３０万円 

(2) 補助基本額が３０万円未満 補助基本額と同額 

（平成２６年度における補助金額の特例） 

４ 平成２６年４月１日から平成２７年３月２０日までの間に第６条の規定により交付決

定をする補助金の額については、第４条の規定にかかわらず、補助基本額に、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額を加えて得た額とする。 

(1) 補助基本額が３０万円以上 ３０万円 

(2) 補助基本額が３０万円未満 補助基本額と同額 

（平成２７年度における補助金額の特例） 

５ 平成２７年４月１日から平成２８年３月２２日までの間に第６条の規定により交付決

定をする補助金の額については、第４条の規定にかかわらず、補助基本額に、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額を加えて得た額とする。 

(1) 補助基本額が３０万円以上 ３０万円 

(2) 補助基本額が３０万円未満 補助基本額と同額 

附 則（平成２１年１１月２４日） 

この要綱は、平成２１年１１月２４日から施行する。 

附 則（平成２３年１月１１日） 

この要綱は、平成２３年１月１１日から施行する。 

附 則（平成２４年７月９日） 

この要綱は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２５年４月１日） 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年４月１日） 



この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年４月１日） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年４月１日） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年２月１３日） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年６月２日） 

この要綱は、令和５年６月２日から施行する。 

附 則（令和７年４月１日） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 



第１号様式（第５条関係） 

 



第２号様式（第５条関係） 

 



第３号様式（第６条関係） 

 



第４号様式（第７条関係） 

 



第５号様式（第７条関係） 

 



第６号様式（第８条関係） 

 



第７号様式（第９条関係） 

 



第８号様式（第１１条関係） 

 



第９号様式（第１１条関係） 

 



第１０号様式（第１１条関係） 

 



第１１号様式（第１１条関係） 

 



第１２号様式（第１３条関係） 

 


